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（和文要旨 40字×5行 200 字以内） 

本報告は、貿易取引を促進する行政機関あるいは海外進出支援団体への調査を通じて貿易支援・

貿易相談体制の現状について明らかにするものである。これまで貿易論、貿易商務論では、取引の

当事者（製造業者）および取引の仲介者（商社）を想定した議論を行っていた。本報告では、取引

を支援している地方自治体もしくは支援団体への調査を通じて、貿易促進の視点について明らかに

する。 

（和文報告概要 40字×40行 1,600字以内） 

 貿易商務において、貿易を促進するための支援体制や相談窓口は重要な役割を担っている。貿易

を実施するにあたって、取引先との契約から成約といった一連の貿易取引プロセスでは、国内の取

引とは異なる貿易特有の問題が発生しやすい。そのため、従来の貿易商務論においては、これら一

連の取引における個別の問題点の整理や集約が行われ、国際慣習と貿易の商務との関連性を研究す

る必要性を追求する役割が主張されてきた。つまり、実学としての貿易商務は、取引の状況で発生

する問題を常に意識する必要がある。 

 一方、貿易の当事者ではなく、その関連団体や組織への研究も存在する。このような貿易支援に

ついては、実態として次のように整理される。日本においては 1960年代から企業の海外進出に対す

る支援が行われてきた。1960年代から 1970 年代においては貿易振興に関する支援が、そして、1980

年代からは海外進出の円滑化に関する支援が主に行われた。そして、2010年には「中小企業海外展

開支援会議」が経済産業省に設置され、大企業のみならず、中小企業の海外進出を積極的に支援す

るようになったのである(佐竹 2021)。その後、2012年には中小企業経営力強化支援法が施行され、

行政機関が中小企業の海外進出を促進する措置だけでなく、海外進出支援を行うコンサルティング

会社や公益法人等を後押しするための措置を講じるようになった。具体的には、日本貿易保険の貸

付保険の引き受けや日本政策金融公庫による信用状の発行や外貨建てでの資金調達などの支援が行

われ始めた(北川 2015)。 

 国際経営論における領域では、関連団体や組織による貿易支援と企業の国際業績や国際化との関

係に関する研究が行われている。たとえば、Wilkinson et al. (2000)は見本市への参加が企業の輸

出額に正の影響を与えることを実証し、また、Oparaocha (2015)はこうした関連団体や組織とのネ

ットワーク構築が企業の国際化を促進するものであることを定性的な方法により示している。 
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 このように、貿易支援の効果が提示されているものの、こうした支援を行う行政機関や海外進出

支援企業への調査はあまり行われていない。日本の産業構造が変わりつつある中で、貿易支援もこ

れまで製造業を中心としていたものから、農産物や工芸品など幅が広がっており、このような中で

行政機関の果たす役割も大きくなっている。また、海外進出支援団体や企業も貿易を促進する支援

体制を構築している。本研究は、特に中小企業を前提としつつ、貿易支援および貿易相談体制につ

いてその実態を明らかにするものである。 
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